
トランプ米大統領の登場後、米国中心の国際自由主義的なヘゲモニー秩序が大きく揺れている。
開放的な市場秩序の代わりに「米国優先」の保護主義的な貿易政策を採用して、トランプ氏の非日
常的な言動は米国のソフトパワー（Soft Power）に相当な損失を与えている。トランプ時代の米国
は、米国中心の世界秩序をこれ以上維持することが困難になるのではないかとの憂慮も高まって
いる。とりわけ、東アジアでは米国中心の自由主義的な国際秩序が階層的に作動しているとはい
えない状況が到来している。今後の国際秩序はイアン・ブレマー氏が予測したように、いかなるヘ
ゲモニー国家も存在しないＧ―Ｚｅｒｏの時代、つまり中国の影響力拡大につながる可能性も高まっ
ている。

一方、中国は大きく躍進している。既に世界２位の経済大国に浮上し、国際通貨基金（ＩＭＦ）の推
計によれば購買力基準では２０１４年に米国を上回った。２０２０年代半ばになると、ＧＤＰ規模でも
米国に肉薄するとの見通しも示されている。しかし、さらに注目すべき問題は中国内部の経済構造
の変化がもたらす対外政策の変化である。中国は１４億人という単一市場を土台に内需を急速に
強化させ、いわゆる「紅色供給網」（レッドサプライチェーン）と呼ばれる自己完結型の市場経済シス
テムを完成しようとしている。中国内の経済は今後は中国独自の規則と規範によって秩序を形成し
ていくとの意味である。結局、国際経済でトランプ氏も保護主義に走り、中国も保護主義に移行す
る格好だ。

こうした変化が持つ対外政策的な含意は、米国に対する中国の脆弱性や敏感性が次第に弱まる
というものである。そして、より同等な対米関係の形成、つまり中国が掲げる「新型大国関係」の形
成が現実化しているのである。ティラーソン米国務長官は今年４月に訪中した際、自発的にこうした
関係を認めてしまった。米中両国の関係は今後、経済的には相互依存の方向に進展するよりは、
はるかに独立的な方向に進むとみられる。そして、北朝鮮の核と朝鮮半島に対する中国の政策も
やはり進化している。中国は２０１６年末以降、北朝鮮の核に対するこれまでの防戦的かつ対処的
な政策から脱し、より積極的かつ主導的な朝鮮半島問題の解決策を模索している。非核化や平和
協定の同時並行案や、北朝鮮の核・ミサイル開発と米韓合同軍事演習の暫定中断案などがそれで
ある。中国は最終的に朝鮮半島平和体制の構築を目指しており、朝鮮半島全域に影響力を拡大し
ようという構想を持っている。

これに対し、北朝鮮は強く反発している。北朝鮮は既に２０１６年の４回目と５回目の核実験、第７
回朝鮮労働党大会を通じて核保有を既成事実化した。中国や米国の利害とは関係なく、自分の計
画通りに核武装を推進していくと宣言したのである。これを受け、米中関係もかつてないほど悪化し
た。北朝鮮は米中関係の従属変数ではなく、独立変数になろうとしている。金正恩（キム・ジョンウ
ン）朝鮮労働党委員長は最近、米中が４月に首脳会談を開催し、連携して対北朝鮮圧力を強化す
るとした合意に強く反発し、できるだけ早く核・ミサイル能力を強化する意志を明確にさせている。

米国の最新鋭地上配備型迎撃システム「高高度防衛ミサイル（ＴＨＡＡＤ）」の在韓米軍配備問題
は、米中の構造的な競争の過程において米国とその同盟国が中国を抑止する対中反弾道ミサイ
ル（ＭＤ）体系を構築する企図だと中国が認識したため悪化した。そして、それまでの朝鮮半島問題
は交渉と妥協により米中が管理するという暗黙のルールを米国が放棄するシグナルだと認識した
のである。しかし、トランプ時代に再び強化された米中連携は、ＴＨＡＡＤ問題の戦略的敏感性を弱
める上で役立った。中国もＴＨＡＡＤ問題に関して出口戦略を模索している。これは韓国に新政権の
発足に伴いＴＨＡＡＤ問題解消と対中関係改善への一縷の希望を与えている。

こうした情勢の変化は韓国の文在寅（ムン・ジェイン）政権が直面している緊迫した当面の課題や
難関をどう乗り越えるかについて、次のような提案を可能にする。まず、「綿密観察」「戦略点検」
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「慎重行動」「国際連携」を維持することである。つまり、強国ではなく中堅国として、強国の動きを
通じてその方向を読み取り、強国の強みと限界を把握して準備する慎重さが求められる。とりわ
け、韓国の新政権の対外政策の優先順位は、北朝鮮問題をめぐる国際連携の維持としなければ
ならない。米中が北朝鮮の核問題でこれほど連携を強化した例はなく、北朝鮮は韓国の政策とは
関係なく独自の政策を取るとみられ、これを抑止するためには国際連携が不可欠となるためであ
る。

次に、二分法的な考え方に基づく便乗型の政策は最大限自制することを提案したい。現在の一般
的な考え方は「位階性を前提にした米国中心の国際秩序」と政治現実主義に基づく「軍事部門」の
重視である。こうした前提は北東アジアでこれ以上は作動しない。米中関係の中での韓国の現実と
も一致しない。

第三に、ＴＨＡＡＤ配備に関する出口戦略をしっかり駆使しなければならない。韓国の新政権発足
後に登場した対中楽観論は悲観論と同様に危うい。ＴＨＡＡＤ問題は米韓同盟や韓国の安全保障
的な利害、中ロの戦略的利害を解消できる妥協案を探らなければならず、慎重に対応するよう勧
告したい。実務的にはＴＨＡＡＤ配備と用途を朝鮮半島に限定させるフレームを維持し、制度化する
ことが対案である。米韓同盟を尊重するという原則を表明するとともに、中国を狙わないという原則
も明確に示すべきである。米国と既に妥結した「北朝鮮の核対応、１砲兵部隊、終末段階レーダー
の固定配備」の原則を明確にし、追加的な用途変更や配備、費用の発生は韓国政府との新たな交
渉の領域として残さなければならない。ろうそく革命で存在感が高くなった国会の役割を十分に活
用することも一つの方法である。新たな現状の変更は韓国の安全保障環境に深刻な変化をもたら
し、莫大な予算がかかるため、国会同意が必要な事案として公表する必要がある。こうした政策は
在韓米軍の安全に対する懸念の声に誠意を示しながらも、ＴＨＡＡＤが対中・対ロのけん制用だとい
う中ロの憂慮を最小限に抑える措置であり、韓国の外交的な柔軟性を確保する方策である。

文政権が直面した課題は緊迫しており、解決策は見つけにくいものの、打開しなければならな
い。現段階で北朝鮮を動かすためには米中連携が重要であり、中国の役割が以前より強化されて
おり、中国の対北朝鮮政策の変化を担保するうえで米国の役割は重要だ。そして、米中の北朝鮮
核問題に関する政策策定において、韓国のより積極的かつ創造的な役割は欠かせないとみられ
る。この過程で朝鮮半島は米中の戦略競争の対象ではなく、協力と妥協の空間でなければならな
いことを強調する必要がある。
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